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【安心】１．子育ての喜びを実感できる社会づくりの推進～子育て満足度日本一の実現～

所管部局：福祉保健部

現状と課題

・本県の合計特殊出生率※)は平成２０年から３年連続で１．５台を維持していますが、

引き続き全国と同様に低下傾向にあります。これまで少子化の主な原因とされていた

晩婚化・未婚化に加え、近年では夫婦の持つ子ども数の減少（夫婦の出生力の低下）

もみられ、現状のままでは少子化は一層進行すると予想されます。

・核家族化や都市化の進行により地域の繋がりが希薄化し、家庭や地域の子育て力が低

下している中で、子育ての孤立感・不安感が増大しています。また、女性の就業率が

上昇するなど、働き方の多様化が進んでいます。さらには、所得の伸び悩みなどによ

り、子育てに対する経済的負担感も強まっています。

・男性の家事・育児参加は、母親の育児不安を和らげ、特に夫婦の第２子以降の出産に

影響すると示晙されていますが、本県の男性は家事・育児にかける時間や割合が最も

低いという調査結果があります。

・このため、地域における子育て支援や仕事と子育ての両立支援など、次代を担う子ど

もの成長と子育て家庭を身近な地域や職場など社会全体で支援することが求められて

います。

これからの基本方向

・子どもの視点に立って、次代を担う子どもたちが健やかに生まれ、育成される環境の

整備を進めます。

・家庭は子どもを養育する基本の場であり、子育て家庭が喜びや充実感を持って子育て

できるよう、親への支援や地域における子育て支援のさらなる充実を図ります。

・子どもの成長と子育てを社会全体で支えるための県民意識の醸成を図ります。

・母親の育児不安を和らげ、子どもの育ちによい影響を与える男性の子育て参画を推進

するとともに、働きながら健やかに子どもを生み育てやすい雇用環境の整備を図り、

仕事と子育ての両立を進めます。

（１）次代を担う子どもを社会全体で支える環境の整備
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主な取り組み

①地域における子育ての支援
・子育て中の親とその子どもが身近で気軽に交流や育児相談などができる地域子育て

支援拠点の設置促進、家庭等に出向き支援を行うなどの機能の充実

・急病や急な残業、リフレッシュなどに対応するため、ファミリー・サポート・セン

ターや一時預かり等のサービス実施の促進

・保育所での延長保育・休日保育や幼稚園での預かり保育など、多様なニーズに対応

した保育サービスの拡充と保育料の軽減

・病気のため、保育所等での保育が困難な子どもを預かる病児・病後児保育の実施の

促進

・小学校修学前の子どもに幼児教育・保育を提供し、地域における子育て支援の実施

を行う認定こども園の普及促進

・昼間、保護者が家庭にいない小学校低学年児童などを受け入れる放課後児童クラブ

の設置促進及びニーズに応じた開所時間の確保などのサービスの向上

・地域における子育て支援者及び保育サービスに携わる人材の確保・養成と質の向上

・ＮＰＯやボランティア、関係団体等との連携・協働の推進

・子育て支援サービスに関する情報提供の充実

②子育ても仕事もしやすい環境づくり
・働き方の見直しや職場環境の整備など、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた

取り組みが社会全体に広がるような機運の醸成

・男性が育児参加しやすい環境づくりや意識啓発による男性の子育て参画の推進

・女性が働き続けること及び出産、子育て等の理由で一旦離職し、再就職を希望する

女性が就労するための支援

・子育て世帯の住宅改修への支援

目標指標

指 標 名 単位 基準値
H22年度 H27年度

年 目標値 実績値(見込) 目標値

合計特殊出生率全国順位 位 16 H16 14 7 5

地域子育て支援拠点数 か所 59 H22 － 59 71

ファミリー・サポート・センタ
市町村 10 H22 － 10 18

ー事業実施市町村数

一時預かり実施保育所数 か所 86 H16 123 123 135

延長保育実施保育所数 か所 131 H16 184 181 200

病児・病後児保育実施施設数 か所 13 H22 － 13 22

放課後児童クラブ数 クラブ 165 H16 220 254 287

育児休業制度規定企業の割合 ％ 68.7 H16 75.0 74.3 80.0

次世代育成支援対策推進法に基づ
社 5 H22 － 5 20

く認定企業数（累計）
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【安心】１．子育ての喜びを実感できる社会づくりの推進～子育て満足度日本一の実現～

所管部局：福祉保健部

現状と課題

・県内の児童相談所に寄せられる児童虐待相談件数は、「児童虐待の防止等に関する法律」

が施行された平成１２年度の２２５件から平成２１年度には５４６件と倍増しており、ま

た、平成２２年度は児童虐待に対する県民の関心の高まりや相談体制の充実により、９０

５件と前年度の約１．７倍に増加しています。

・児童虐待に加え、親の病気や離婚などを背景に、保護者による適切な養育が期待でき

ず、その結果、社会的な支援を必要とする子どもや家庭が増加しています。

・母子家庭や父子家庭などのひとり親家庭では、経済的負担だけでなく、母又は父親が

就業、家事や子育てを一人で担っていることが多いため、精神的にも肉体的にも負担

が大きくなっています。

・子どもに障がいが疑われても親がそのことを受け入れられなかったり、発達障がいな

ど気づかれにくい障がいの場合、専門的な機関につながらず、学校にうまく適応でき

ないなどの問題が生じる場合があります。

これからの基本方向

・児童虐待の未然防止から早期発見・早期対応、アフターケアに至るまで関係機関と連

携して切れ目のない総合的で柔軟性のある支援を強化します。

・さまざまな事情で親や家族と一緒に暮らせない子どもに、安全で安心して暮らせる環

境を提供し、将来の自立を支援します。

・母子家庭や父子家庭などのひとり親家庭のそれぞれのニーズにあった子育て・生活支

援、就業支援、経済的支援、養育費確保対策を総合的・複合的に展開します。

・障がいのある子を地域で健やかに育てていけるよう、医療、保健、福祉、教育などの

各機関が連携し、早期療育、就学へ円滑につなげるため、障がいのある子どもと家庭

へのきめ細かな支援を推進します。

主な取り組み

①子育ての悩みや不安の解消等、虐待の予防体制の強化
・子育ての悩みや不安解消のため、子育てに関するあらゆる相談体制（いつでも子育

てほっとライン）の充実

・地域子育て支援拠点における交流や育児相談、子育て家庭に出向き相談などに応じ

るきめ細かな支援の充実

（２）きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援
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・妊婦健康診査や乳幼児健診促進の受診促進など、妊娠中からの切れ目のない母子保

健活動の充実

・障がい児を持つ親の会の療育活動や相談活動の推進、親子の絆の形成支援

②児童虐待に対する取り組みの強化
・児童虐待の未然防止などのため、専門的な相談体制の充実

・児童虐待の未然防止・早期発見・早期対応のため、支援が必要な子育て家庭の見守

り体制の強化

・市町村要保護児童対策地域協議会の活性化の促進

③社会的な養護の場の充実
・子どもへのきめ細かな支援が可能となるよう児童養護施設のケア形態の小規模化の

促進

・家庭的雰囲気の中で養育できるよう里親制度の普及、ファミリーホームの設置促進

・親からの支援が受けられない児童養護施設を退所する児童等の自立支援の強化

・児童自立支援施設に入所する子どもの教育環境の充実に向けた、学校教育の導入

・情緒面から生活に支障をきたしている子どもを支援するため、情緒障害児短期治療

施設の促進

④ひとり親家庭への支援
・子育てや生活、就業などに関する相談事業の充実

・保育所などの子育てサービスの優先的利用促進、家庭生活支援員の派遣などによる

子育て・生活支援の充実

・母子家庭等就業・自立支援センターや関係機関と連携した就業支援サービスの提

供、資格取得などの能力開発への支援

・弁護士による無料法律相談などを活用した養育費確保対策の充実

・児童扶養手当や母子寡婦福祉資金、医療費助成など経済的支援の充実

⑤障がい児への早期支援の取り組みの強化

・乳幼児健診や障がい児が身近な地域で相談・支援を受けられる療育支援体制の充実

・健診などで把握された障がいの情報を円滑に学校などへつなぐ仕組みづくり

・障がい児を持つ親の会の療育活動や相談活動の推進、親子の絆形成の支援

目標指標

指 標 名 単位 基準値
H22年度 H27年度

年 目標値 実績値(見込) 目標値

養育支援家庭訪問事業実施市町
市町村 8 H20 － 12 18

村数

地域小規模児童養護施設数 か所 4 H22 － 4 6

里親委託率 ％ 22.7 H22 － 22.7 25.0

母子家庭就業・自立支援センター
％ 45.2 H22 － 45.2 60.0

登録者の就業実績率

発達相談支援につながった未就学
人 141 H22 － 141 622

児数
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【安心】１．子育ての喜びを実感できる社会づくりの推進～子育て満足度日本一の実現～

所管部局：福祉保健部

現状と課題

・近年、低体重児の出生率が高まっていることなどから、安全で安心して妊娠・出産で

きる体制とともに、母親が安心して子育てができるよう、きめ細かな母子保健施策が

求められています。また、さまざまな要因により不妊に悩む夫婦が増加していること

から、不妊に対する施策の推進が求められています。

・少子化の進行や業務が激務であることなどにより小児科医が不足するとともに、大分

市や別府市などの都市部に小児科医が偏在していることから、子どもが病気の時にい

つでも、どこに住んでいても受診できる小児医療提供体制の整備が課題となっていま

す。

・乳幼児期の子どもの心の発達は、一番身近な養育者の心の状態と密接に関係があり、

特に母親の多くが抱える育児不安への対策が求められているとともに、親になる準備

期ともいえる思春期の子どもたちへの働きかけも必要です。

これからの基本方向

・母子保健体制の充実や子どもの健康づくりを推進するとともに、不妊への支援や子ど

も一人ひとりの状況に応じた支援を推進します。

・安心して子育てができるよう、必要な時にいつでも、どこに住んでいても適切な医療

が受けられる小児医療提供体制の整備を推進するとともに、医療費負担の軽減を図り

ます。

・母親の育児不安に対する支援や思春期の保健対策などを推進します。

（３）安心して子どもを生み育てられる保健・医療の充実
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主な取り組み

①安全で安心して出産できる体制づくりと不妊への支援
・地域中核病院などにおける産科医確保への支援

・総合周産期母子医療センター（県立病院）を核に県内の産婦人科医と連携した総合

的な周産期医療体制の整備

・不妊専門相談センターや不妊治療費助成事業の活用促進

②小児医療体制の整備と医療費負担の軽減
・小児科医の少ない市町村の地域中核病院などにおける小児科医確保への支援及び重

点化

・応急措置の助言などを行う「こども救急医療電話相談」の実施

・休日夜間の小児外来医療体制と、それを広域的に支え入院や手術の必要な救急患者

を常時受け入れる高度な救急医療体制の整備

・子どもや小児慢性特定疾患児などの医療費の助成

・ひとり親家庭の医療費の助成

③子どもの健やかな発達と育児不安を抱える親への支援
・未熟児や慢性疾患児などに対するフォローアップ体制の充実

・育児不安を抱える親、特に産後の母親に対するメンタルケアの推進

・身体の仕組みや妊娠・出産に関する知識など思春期における適切な健康教育の推進

と相談体制の確立

目標指標

指 標 名 単位 基準値
H22年度 H27年度

年 目標値 実績値(見込) 目標値

周産期死亡率（出生千対） 人 5.4 H15 4.8 5.1 3.9

小児の重症患者を受け入れる二

次救急医療体制が整備された小 ％ 30 H16 60 66.7 66.7

児医療圏の割合

育児支援に重点を置いた乳幼児
％ 13.8 H16 67 77.8 100

健診を行う市町村の割合※

※保育士や心理職員による育児の総合的指導・相談を行う乳幼児健診
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★ 大分県は子育て満足度日本一を目指します ★

・ 子どもは社会の「希望」であり、人と人をつなぎ、世代と世代をつなぐ、かけが

えのない「宝」です。

大分県では、平成２１年に策定した中期行財政運営ビジョンにおいて「子育て満

足度日本一を目指す大分県」を政策目標に掲げ、子どもが心身ともに健やかに育つ

社会、安心して子どもを生み育てられる社会を実現するための施策を優先的・重点

的に進めています。

これにより、より多くの子どもの笑顔をはぐくみ、生まれて良かった、産んで良

かったと思える大分県の未来を拓きます。

★ 子育て満足度日本一の評価とは ★

・ 子育て満足度日本一に向けた取り組みを分かりやすく評価するため、子育て施策

関係者や有識者、子育て中の方々からなる「おおいた子ども・子育て応援県民会議」

において、満足度の指標について議論を行いました。より適切に満足度を評価する

ために、可能な限り子育て世代の視点に立った指標とすることや、他の都道府県と

も比較できる指標にすることなどに留意し、子育ての満足度に関する１４の指標を

決定しました。

・ まず、子育て世代が必要としている子育て支援施策として、「地域における子育

て支援」、「子育ても仕事もしやすい環境づくり」、「経済的負担の軽減」の３つが

当事者へのアンケート調査などで多く挙げられます。この３つのテーマについて、

「希望した時期や時間に保育サービスを利用できると答えた人の割合」、「６歳未

満の子どもを持つ男性の家事・育児関連時間」、「保育料への助成」など１０の指

標を設けました。

・ また、子育ての満足度を高めるためには、大人の視点だけでなく「子どもの育ち」

の視点も大切です。「子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり」をテーマとして、

「自分にも良いところがあると答えた子どもの割合」など３つの指標を設けました。

さらに、最終的な効果指標である「合計特殊出生率」を加え、計１４項目を指標

として設定し、分かりやすくレーダーチャートを作成しました。

本プランにおける取り組みを進め、これら子育て満足度の指標を可能な限り向上

させ、県民の皆さんが実感できる「子育て満足度日本一の大分県」の実現を目指し

たいと考えています。

＜ 子育て満足度日本一の実現について ＞
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⑭ 合計特殊出生率
① 希望した時期や時間に

保育サービスを利用でき

ると答えた人の割合

② 子育てが地域の人に

支えられていると答えた

人の割合

③ 子育て支援（保育）サービスを

知っていると答えた人の割合

④ 25～34歳男性の就業率

⑤ 25～29歳女性の就業率

⑥ ６歳未満の子どもを持つ

男性の家事・育児関連時間

⑦ 夫も妻も同じように子育てを

行うこと が 「理想と答えた人」

に対して「実現できていると答

えた人」の割合

⑧ 30～34歳の女性の就業率

⑨ 妊娠から出産までの間に

満足度・充実感があったと

答えた人の割合

⑩ 自分にも良いところがある

と答えた子どもの割合

⑪ 難しいことでも失敗をおそれ

ないで挑戦していると答えた

子どもの割合

⑫ 乳幼児医療費への助成

⑬ 保育料への助成

地域における子育て

支援 ①～③

平成22年度

平成26年度

目標値

「子育て満足度」レーダーチャート

子どもが健やかに

生まれ育つ環境

づくり ⑨～⑪

子育ても仕事もしやすい

環境づくり ④～⑧

子育て家庭の

経済的負担の

軽減 ⑫～⑬

平成23年
3月末時点

平成26年度
目標値

68.9% 100.0%

64.8% 100.0%

56.2% 100.0%

91.4% 94.0%

72.4% 78.4%

H18年 36分 １時間45分

31.4% 100.0%

64.0% 72.4%

88.6% 100.0%

64.8% 100.0%

63.5% 100.0%

全国 9位 全国トップレベル

全国 3位 全国トップレベル

全国 7位 全国トップレベル⑭ 合計特殊出生率

子育て家庭の
経済的負担の
軽減

⑫ 乳幼児等の医療費への助成

⑬ 保育料への助成

子どもが健やか
に生まれ育つ
環境づくり

⑨ 妊娠から出産までの間に満足度・充実感があったと答えた人の割合
（就学前児童・小学生を持つ親）

⑩ 自分にも良いところがあると答えた子どもの割合（中学３年生）

⑪ 難しいことでも失敗をおそれないで挑戦していると答えた子どもの割合
（中学３年生）

⑤ ２５～２９歳女性の就業率

⑥ ６歳未満の子どもを持つ男性の家事・育児関連時間

⑦ 夫も妻も同じように子育てを行うことが「理想と答えた人」に対して、「実現
できていると答えた人」の割合（就学前児童・小学生を持つ親）

子育ても仕事も
しやすい環境
づくり

④ ２５～３４歳男性の就業率

⑧ ３０～３４歳女性の就業率

② 子育てが地域の人に支えられていると答えた人の割合
（就学前児童・小学生を持つ親）

③ 子育て支援（保育）サービスを知っていると答えた人の割合
（就学前児童を持つ親）

子育て満足度 評価指標

子育て満足度の
主要な事項

指 標

地域における
子育て支援

① 希望した時期や時間に保育サービスを利用できると答えた人の割合
（就学前児童を持つ親）


